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Ⅰ 調査事件

１ 所管事項 南部・東部地域の振興に関すること

２ 調査並びに審査事務 (1) 南部振興計画に関すること

(2) 東部振興計画に関すること

Ⅱ 調査の経過

本委員会は、過疎化、高齢化が進展し、地域産業の活性化等多くの課題を抱える県南部

地域及び東部地域の振興を図るため、南部振興計画及び東部振興計画に関することについ

て調査する目的で、平成２５年７月５日に設置された。

以来、１３回にわたり委員会を開催し、関係部局からの説明を聴取するとともに、県内

における取り組みの調査を行った。

Ⅲ 調査の結果

１ 奈良県の取組状況

県では、人口の高齢化が急速に進行するとともに、若年層を中心とする人口流出に歯止

めがかからず、近い将来において地域社会の存続が危惧されることから南部地域の振興を

図るため、平成２３年３月に｢南部振興計画｣が策定された。同年９月には紀伊半島大水害

が発生し、甚大な被害をもたらし、紀伊半島大水害からの復旧・復興を新たな課題とし平

成２４年１０月、平成２５年６月、平成２６年３月に改定が行われている。

また、東部地域の特有の課題を明確にして、地域振興を図るため、｢東部振興計画｣が平

成２４年１０月に策定され、平成２５年６月、平成２６年３月に、改定が行われている。

以下、｢南部振興計画｣及び｢東部振興計画｣に基づき、南部・東部地域における課題と取

組内容について記述する。

（１）南部・東部地域における課題

計画には、南部・東部地域の課題が平成２２年３月に公表された「奈良県の過疎地域に

おける集落実態調査」に基づき設定され、「高齢者福祉への支援」「若者の雇用の場の創

出」「林業等地域産業の振興」「集落の維持・活性化（買い物、通院、バス交通など生活
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維持のための対策）」「紀伊半島大水害からの復旧・復興」の５項目が掲げられている。

本委員会では、「紀伊半島大水害からの復旧・復興」を除く４課題については論点を整

理するにあたり、下記の地域を対象に国勢調査等による各種人口をはじめ、県の統計課に

よる｢農林業統計」、農林部による｢林業統計」、教育委員会による「学校基本調査結果報

告書」などの統計を分析し現状を把握した。（統計は調査時点（Ｈ２５．１１）において使用した

もの）

南部地域 ・・・・・・・ 五條市、吉野郡

東部地域 ・・・・・・・ 宇陀市、山添村、曽爾村、御杖村

① 高齢者福祉への支援

県内３９市町村別の「老齢人口割合（６５才以上）」（Ｈ２４．１０．１現在、県統計課「住民基本台帳に基づく奈良県年齢別人口」）

についてみると、宇陀市は１６位、五條市は２０位、大淀町は３０位であるが、その他の

南部・東部地域の町村は１位から１３位までを占めている。

「平均年齢」の高い市町村の順位もほぼ同様の傾向であり、県全体の平均年齢が４５.

８８歳であるのに対し、五條市と大淀町を除く南部・東部地域の市町村は、川上村の６１.

９４歳をはじめ５０歳以上である。

また、「１世帯当たりの人員」については、県平均は２.４２人であるのに対して、南部

地域の７村は２人未満と少ない。一方、山添村（２.９３人）、下市町、曽爾村（いずれも

２.５１人）、宇陀市、大淀町（いずれも２.４８人）は県平均より多く、市町村によって

状況は異なる。

「介護保険施設・サービス事業所数」（Ｈ２５．９．１現在）は、南部地域では通所介護施設・

訪問介護施設は１市町村１施設以上設置されているが、訪問看護ステーションと特別養護

老人ホームは設置されていないところがあった。

「介護認定の状況（７５歳以上の人口に占める介護認定者数）」（Ｈ２５．８．３１現在）については、認定率の県平

均（３２.３％）に比べ、川上村（２４.２％）、山添村（２５.９％）は低く県内下位にあ

る一方、十津川村（４２.０％）、天川村（４１.９％）は高く県内上位にあり、市町村に

より状況は異なる。

「過疎地域における集落実態調査」においては、今後の居住意向について「住み続けた

い」が８７％を占め、「集落維持のために行政に望む対策」として「医療・介護等高齢者

福祉への支援」が７４.４％と最も多い結果となっている。

以上から、南部・東部地域が県内の他の地域に比べ高齢化が著しく、特に単身世帯の多

い南部地域において深刻な問題点となっており、介護サービス支援など高齢者へ支援が課

題であることがわかった。

② 若者の雇用の場の創出
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市町村別の「若年者人口割合（１５歳～３４歳）」（Ｈ２２国勢調査）をみると、宇陀市は２２位、五

條市は２０位、大淀町は１８位であるが、その他の町村は下位の２７位から３９位までを

占めている。

「生産年齢人口（１５歳～６５歳）に占める若年者の割合」及び「就業者（１５歳以上）に占める若

年者の割合」についても、南部・東部地域の市町村は、いずれも県平均より低い値となっ

ている。

「産業分類別人口」によると、南部地域では県平均と比べて、建設業や公務に就業する

割合が高く、卸売業・小売業、医療・福祉に従事する割合が低い。

「若年者労働力人口（１５歳～３４歳）に占める完全失業者数の割合（完全失業率）」（Ｈ２２国勢調

査）は市町村によりばらつきがある。また、「若年者人口総数」（Ｈ２２国勢調査）に対する「若

年者非労働力人口」（Ｈ２２国勢調査）の割合の高いところがみられた。（人口総数は労働力人口（就業者・休業者・完全

失業者の合計）と非労働力人口（学生・家事従業者・病弱者など職をもたず職を求めない者の合計）をあわせたもの）

「過疎地域における集落実態調査」においては、「集落維持のために行政に望む対策」

として「若者の雇用の場の創出」が６７．１％と高い結果になっている。

以上から、南部・東部地域においては、県内の他の地域に比べ若年人口割合が低く、選

択できる職種も限られていることなどが推測でき、若者の雇用の場を創出し若年者人口割

合の低下に対応することが課題となる。

③ 林業等地域産業の振興

農業・林業従事者（Ｈ２２国勢調査）は、南部・東部地域で農業従事者は４,３５８人で県全体

の約３０％であるが、林業従事者は７６７人で県全体の約７５％を占めている。保有山林

面積及び林業経営体数も南部・東部地域の県全体に占める割合は高い。しかし、林業従事

者数は平成１７年の８５１人に比べ、８４人（約 10%）減少している。

林業統計による事業別（造林・保育）造林事業実績（H23）では、造林面積は天川村の 11 ha

が最も多く、保育面積は十津川村の面積 818 ha が最も多くなっており、保育の中では除

間伐事業が大半を占めている。

森林環境税関連事業として平成１８年から取り組んでいる施業放置林整備事業は、平成

２３年度までの累計では、東吉野村（648 ha）、宇陀市（681 ha）、十津川村（514 ha）など、

南部・東部地域での実施が大半を占めている。

「過疎地域における集落実態調査」では、「農地、山林の荒廃により問題となっている

こと」として、動物による被害が発生している（96.6%）、不在地主の土地管理ができな

い（51.2%）、農地・山林の境界がわからない（44.0%）などの回答となっている。

以上から、南部・東部地域では林業従事者が減少しているものの、今日も林業は主要産

業であり、現在は間伐を中心とした整備が進められていることから、今後も継続させるた

めの支援（不在地主との調整や境界確定、森林環境税の継続など）が課題であることなど
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がわかった。

④ 集落の維持・活性化

「人口市町村別社会動態（社会増減率）H23.10.1 ～ H24.9.30 の転出・転入などによる人口の増減」（市町村別推計人口；県統計課）

を見ると、県平均は０.２％の減少であるが、南部･東部地域ではそれ以下のところが大半

であり、下位の３１位から３９位までを当該地域の町村が占め、うち４村は２％以上減少

している。

また、「人口市町村別自然動態（自然増減率）H23.10.1 ～ H24.9.30 の出生・死亡などによる人口の増減」（市町村別推計人口

；県統計課）では、南部・東部地域の市町村は県平均（０.２２％減少）よりも低く、うち３村

では２％以上減少している。

小学校・中学校の学校数は、村では１村１校のところが多い。全校児童・生徒数につい

ては、１００人未満の小学校が９村（うち５０人未満が５村）、５０人未満の中学校が９

村（うち２０人未満が３村）となっている。

「自動車等登録数（貨物自動車及び乗用車（普通・小型））」を人口あたりで算出すると、人口１人あたり

の台数が川上村が０.６２台を筆頭に、南部・東部地域の市町村が１７位までを占めた。

「過疎地域における集落実態調査」によると、「集落維持のために行政に望む対策」と

して「バス交通など生活維持のための対策」が６１．８％である。また、「１０年後の生

活で不安を感じること」として「交通手段の確保」が６５．７％と高い結果となっている。

また、集落内で行う共同作業のうち、できなくなった又は継続が困難になってきた共同

作業として「市町村道・農道・林道の管理」（57.0%）「集会所・お宮などの管理」（47.3%)

「集落内の役員や行司役（祭事など）」(46.4%)「集落内での葬儀の実施」(45.9%)が上位を占め

る。

以上のことから、南部・東部地域は人口減少率が高いこと、小学校・中学校の児童数・

生徒数が少ないことの他、日常生活や仕事において自動車が欠かせないものになっている

反面、今後、住民は高齢化により交通手段が確保できなくなることを不安に感じており、

公共交通やその他交通の確保が重要な課題であることがわかった。

また、これまで集落自体で維持管理していた道路・施設などについても、既に維持管理

が困難になっており、大きな課題となっていることがわかった。

（２）南部振興計画及び東部振興計画における取組内容

（１）で掲げた課題を踏まえ、計画の対策の柱には、① 産業振興の強化と安定した就

業の場の確保、② 安全、安心、快適な生活を支える社会基盤の整備、③ 地域の魅力資源

を活用した観光・交流の促進、④ 南部地域、東部地域への移住等の推進が掲げられてお

り、具体的な事業が盛り込まれている。

また、今後検討をすすめるプロジェクトとして、教育環境の検討、地域でがんばる人づ
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くり等が掲げられている。

各対策の柱における平成２５年度から平成２６年度にかけて計画、実施された事業のう

ち、当委員会における調査事項と関連している事業を主に述べる。

① 産業振興の強化と安定した就業の場の確保

○ 林業及び木材産業の振興

＜県産材の利用促進＞

＜木質バイオマスの利活用＞

＜森林の生産能力の向上＞

○ 公的関与による森林環境管理制度の導入

○ 拠点商業施設による地域振興

○ 御所ＩＣ周辺のまちづくり(南部地域）

・ 「眺望のいいレストラン」の認定・支援

○ 地域特産物の生産・販売の促進

○ 農林水産業による地域の復興応援(南部地域）

・ 毛皮革産地と大学等のコラボによる新たなファッション・新商品の創生

（東部地域）

○ 鳥獣被害対策と野生獣の有効活用

○ コミュニティビジネスによる山村地域の雇用創出（南部地域）

＜事業の主な内容＞ （上記○の事業について記載）

○ 林業及び木材産業の振興

＜ 県産材の利用促進 ＞

平成２４年３月に策定した「公共建築物における”奈良の木”利用促進方針」に基づき、

県庁玄関をはじめとする県施設、学童保育所、小中学校、社会福祉施設などの公共建築物

への県産材利用を推進している。民間住宅においても県産材利用の促進を図るため、県産

材取扱い業者・工務店等のネットワーク構築、県産材流通拡大への支援を行っている。ま

た、建築や住宅関係者が奈良の木の知識を習得し、住宅への奈良の木利用を積極的に提案

できる「奈良の木の匠」の養成を行っている。

県産材を利用したくらしの道具・家具、土産物の開発・商品化、県内のイベント参加者

へ県産材を用いたノベルティグッズの配布を通じて県産材の良さをＰＲしている。

首都圏における「奈良の木フェア」「吉野材見学ツアー」「奈良の木フォーラム in東京」

の開催や「奈良の木通信」による情報発信により販路拡大を図っている。
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＜ 木質バイオマスの利活用 ＞

平成２５年度は、県有林から搬出された木材をペレットストーブやバイオマスボイラー

へ利用し、その効果を測る「木質バイオマス熱利用実証実験」が行われた。平成２６年度

は、前年度に明らかになった課題を踏まえ、奈良型に改良した木材搬出機械の開発・導入、

原材料木材買取モデル事業の実施、ペレット製造ラインの改善を行うなどの取り組みを進

め木質バイオマス利用の実用化を目指している。

＜ 森林の生産能力の向上 ＞

まとまった森林区域で、木材生産コスト縮減に取り組む意欲ある林業事業体（平成２５

年度までに８団体２０事業体）に対し、奈良型作業道の重点開設、木材生産及び利用間伐

の強化、林業機械の導入・レンタル、実践的な研修の実施などの支援を行うことにより、

木材の生産拡大と安定供給を図り、就業の場の確保を行っている。

○ 公的関与による森林環境管理制度の導入

平成２６年度から森林の「公益的機能」及び「生物多様性」の保全などに主眼をおいた

管理制度を「森林環境管理制度」と定義し、経済活動に依存せず、森林保全の継続的かつ

安定的な発展を目的として、導入の検討を始めている。

○ 拠点商業施設による地域振興

平成２５年４月１４日に旧耳成高校跡地に開設された「まほろばキッチン」を拠点商業

施設と位置づけ、農産物の地産地消の推進や地域全体の活性化を図るため、県農産物等Ｐ

Ｒフェアや南部・東部地域の観光イベントを開催している。

○ 御所ＩＣ周辺のまちづくり（南部地域）

京奈和自動車道御所ＩＣ周辺の地域は、南部・中部地域からの通勤圏内であるため、就

業の場を確保することにより、若年層を中心とした人口流出の阻止やＵＩターンが促進さ

れることから、京奈和自動車道御所ＩＣ周辺に企業の立地・集積が可能な産業集積地を形

成し民間企業を誘致するプロジェクトを事業化して、設計及び用地買収に向けた測量作業

を進めている。

○ 地域特産物の生産・販売の促進

柿、大和茶をリーディング品目とし、大苗共同育成支援、改植支援、高級大和茶の生産

支援やサクランボ・大和野菜、ダリヤをチャレンジ品目とし、新規生産者への支援や、高

級大和茶の生産支援研修の開催や生産に係る資材等の利用支援、大和野菜の首都圏への供

給拡大実践モデル圃の設置、ダリア産地の協議会組織の立ち上げと啓発活動の支援など、

南部・東部地域の特産品の生産・販売を強化する取り組みを行っている。

また、漢方薬の原料となるトウキ等の薬用作物の安定生産技術の実証等の取り組みによ
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り生産振興を図っている。

○ 農林水産業による地域の復興応援（南部地域）

地域の特色ある農林水産物を活かした特産物・加工物・土産物を発掘・開発・販売する

ことにより、地域の誇りとし、地域の復興、活性化を図っている。

具体的には南部地域では、高菜のめはり寿司、漬け物、あまごのフレーク、山椒の佃煮

などの試食・販売の実施をはじめ、「第３４回全国豊かな海づくり大会～やまと～」の関

連行事等における販売、その他の物産展開催経費の補助などを行っている。

○ 鳥獣被害対策と野生獣の有効活用

農林水産業に係る野生鳥獣被害を軽減する対策として、地域協議会と連携し、箱わな等

の整備、狩猟免許の取得推進、有害鳥獣進入防止策の整備等を行う市町村に対し総合的な

支援を行っている。

また、捕獲したシカ、イノシシ等を有効活用するため、ジビエ料理開発、獣肉処理加工

施設の整備等を行っている。

○ コミュニティビジネスによる山村地域の雇用創出（南部地域）

地域資源を活用したビジネスアイデアと実現プランを有し、意欲的な取り組みを行うＮ

ＰＯ団体を支援し、新しい地域経済の担い手、職住接近の働き場所を創出することにより、

地域外の人材の定着のための受け皿づくりと地域コミュニティの再生を図っている。

具体的には、下北山村のＮＰＯ団体「サポートきなり」に対する活動拠点整備、人材育

成・派遣、実施事業（遊休農地での農業生産、草刈り作業、買い物・通院支援等を行う過

疎地有償運送による交通弱者対策、高齢者に対する生活支援等）に対する支援を行ってい

る。

② 安全、安心、快適な生活を支える社会基盤の整備

・ 安心が実感できる医療・福祉の体制づくり

① 南和地域の医療提供体制構築・東部地域の医療提供体制構築

② 南部地域在宅医療・包括ケアシステムの構築による健康長寿の推進

東部地域在宅医療・包括ケアシステムの構築による健康長寿の推進

○ 新しい集落づくり（南部地域）

・ 清流吉野川の保全（南部地域）

○ 災害に強い紀伊半島の実現（南部地域）

○ 魅力と活力ある地域づくりを支える道路整備

○ 移動手段の確保

○ 防災力の向上
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・ 日常生活支援サービスシステムの構築

＜事業の主な内容＞ （上記○の事業について記載）

○ 新しい集落づくり（南部地域）

紀伊半島大水害の被災地において、復興まちづくりプロジェクトの進捗管理の支援や、

住み続けられる集落づくりのために「助け合い支え合いのシステム」等の構築に向けた取

り組みを支援することで、安全・安心で住み心地が良く、地域コミュニティが維持される

ような集落づくりや仕事があって自立でき、交流が促進され、人が集まるような集落づく

りを目指している。

○ 災害に強い紀伊半島の実現 ～紀伊半島アンカールートの早期整備～ （南部地域）

大規模災害時における地域の孤立を防ぎ、救命・救急活動や緊急物資輸送ルートを確保

するため、現在、紀伊半島アンカールートの整備を進めている。

平成２４年３月には京奈和自動車道の橿原高田ＩＣ～御所ＩＣ（国事業）、国道１６９

号上北山道路（国事業）が供用開始され、引き続き、京奈和自動車道の御所ＩＣ～五條北

ＩＣ（国事業）、国道１６８号の辻堂バイパス、川津道路、十津川道路（国事業）を整備

するとともに、平成２４年度から平成２６年度にかけて、新たに長殿道路（国事業）、風

屋川津・宇宮原工区（国事業）、阪本工区の整備に着手している。

○ 魅力と活力ある地域づくりを支える道路整備

安全・安心で快適な暮らしの提供及び企業立地や観光振興などによる地域経済の活性化

を図るため、効率的・効果的な道路整備を推進している。

平成２５年３月には「奈良県道路の整備に関する条例」を制定し、総合的かつ計画的な

道路整備を図るため平成２６年７月には「奈良県道路整備基本計画」が策定された。

また、国道３０９号丹生バイパスなどの地域を支える主要な道路整備、国道１６８号等

における危険箇所の防災対策の実施や予防保全による橋梁の長寿命化を進めている。

○ 移動手段の確保

交通事業者から中南和地域のバスネットワーク確保に向けた協議開催の申し入れを受け

て、県、市町村、交通事業者などの代表者からなる「奈良県地域交通改善協議会」におい

て、路線の維持確保の方向性や改善方策などの検討が行われ、平成２６年９月に関係者間

で合意されたところであり、移動ニーズに応じた交通サービスの実現に向けた取組みが進

んでいる。

また、地域の実情に応じた生活交通の確保に向け、路線バスに対する支援や市町村のコ

ミュニティバスの運行効率化に向けた取組みなどに対する支援を行っている。
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○ 防災力の向上

南海トラフ巨大地震等大規模災害に迅速に対応するため、陸上自衛隊のヘリポートを併

設した駐屯地を五條市に誘致するための防衛省への要望及び防衛省の行う調査への連携・

協力や、県民の誘致気運醸成のためのイベントを開催している。

また、地域の防災力の向上のため、市町村地域防災計画の見直しへの支援や、自主防災

活動、消防団活動への支援等を行っている。

③ 地域の魅力資源を活用した観光・交流の促進

・ 明日香の魅力向上（南部地域）

○ 観光の情報発信・魅力創出

○ 「吉野・高野・熊野の国」事業による観光振興（南部地域）

○ 森林を活用した地域づくり

○ 宿泊施設の整備

・ 一市町村一まちづくり

・ 大滝ダム湖（おおたき龍神湖）周辺の交流と環境学習の拠点づくり（南部地域）

○ 空き家・空き建築物の活用による交流拠点施設等の整備

○ 南部地域・東部地域におけるスポーツの振興

○ 南部地域・東部地域における自転車利用促進

○ 南部周遊観光・東部周遊観光の推進

＜事業の主な内容＞ （上記○の事業について記載）

○ 観光の情報発信・魅力創出

地域資源を活かし、周遊型観光地としての魅力を高めるため、「道の駅」やＪＡならけ

んまほろばキッチン内観光案内所、サービスエリアを活用したドライバー向けの観光情報

の発信や首都圏における観光プロモーション、農家民宿の開業支援などを行っている。

南部地域においては、「弘法大師の道」を活用したトレイルランニングレースを開催し

ている。

○ 「吉野・高野・熊野の国」事業による観光振興（南部地域）

平成２６年度に世界遺産登録１０周年を迎えた奈良県・三重県・和歌山県の三県にわた

る「紀伊山地の霊場と参詣道」の認知度・理解度を高め、来訪者特にリピーターや長期滞

在者の増加に向けたインターネット、雑誌掲載等の情報発信に取り組んでいる。



- 10 -

○ 森林を活用した地域づくり

県民や観光客が、四季の彩りを体感し楽しむ場を、地域の森林資源を活かして整備・提

供することにより、山村地域の観光・交流・定住の促進を図っている。

具体的には、ＮＰＯやボランティア団体等の協力を得ながら、放置され荒廃した里山の

景観や機能を回復させる地域で育む里山づくり事業、また、眺望の活用や森林への立ち入

りを目的とした森林整備を行う森林とのふれあい推進事業を行っている。

○ 宿泊施設の整備

ホテル、旅館、民宿やＢ＆Ｂなどの多様な宿泊施設を送出・充実するため、宿泊施設開

業や改装等への資金支援、もてなし向上や旅館街活性化の取り組みのサポートなど総合的

に支援している。

また、滞在型観光の振興と消費拡大を図るため、適地情報、空き地情報等の収集・提供

による宿泊施設の誘致活動を行っている。

○ 空き家・空き建築物の活用による交流拠点施設の整備

市町村が事業主体となり、空き家となっている古民家や宿泊施設や資料館等に改修した

り、廃校舎や空き庁舎等を交流施設にして活用することにより、地域の活性化やコミュニ

ティの維持再生を図っている。

具体的には、宇陀市において、旧伊那佐郵便局を農家レストランに改修、曽爾村におい

て、国立曽爾少年自然の家の旧職員官舎を若者定住促進住宅に改修、十津川村において旧

武蔵小学校を簡易宿泊施設等に改修するなどの取り組みを行っている。

○ 南部地域・東部地域におけるスポーツの振興

トレイルラン、マラニック、アウトドアスポーツ（カヌーなど）、ロングライド、ヒル

クライム、サイクルツアーといった自然の循環を体感できるスポーツイベントの開催によ

り、交流人口の増加を図り、地域の活性化を促進している。

また、スポーツイベントの実施を契機として、スポーツ合宿の誘致やインターハイ競技

開催の準備に取り組んでいる。

○ 南部地域・東部地域における自転車利用促進

自転車利用促進による滞在型観光の拡大を図るため、県全体延長６００ｋｍに及ぶ広域

的な自転車利用ネットワークで安全対策・案内誘導にかかるサイン類の設置等を行い、「サ

イクリストにやさしい宿」の認定や「自転車の休憩所」の指定、ＰＲマップの作成などに

より情報発信を行っている。

○ 南部周遊観光・東部周遊観光の促進

南部地域では、「ＪＡならけんまほろばキッチン」内に観光案内所を設置し、コンシェ
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ルジュを配置し、電子黒板や電子パンフレット装置といった機器を活用して観光情報の提

供を行い、南部周遊観光を促進している。

東部周遊観光の促進を図るため、うだアニマルパークを拠点に、「奈良カエデの郷ひら

ら」（宇陀市菟田野区）をはじめとする東部地域の観光資源との連携を強化し、周遊観光

の普及・定着を促進している。

④ 南部・東部地域への移住等の推進

○ 南部・東部地域への移住推進

○ 地域外の人材による地域力の維持・強化

＜事業の主な内容＞ （上記○の事業について記載）

○ 南部・東部地域への移住推進

移住や都市と南部・東部地域の二地域居住を推進するため、移住先としての魅力の向上

や認知度を高めるための情報発信の強化や、奥大和クリエイティブヴィレッジ構想により、

下市町・東吉野村・宇陀市菟田野をモデル地域とし、「職」と「住」の拠点整備、起業者

向けの無利子融資制度の新設などの移住者の受け入れ体制を整備している。

○ 地域外の人材による地域力の維持・強化

県は「ふるさと復興協力隊員」として、市町村は「地域おこし協力隊員」として意欲あ

る外部人材を募集・採用し、地域力の維持・強化や紀伊半島大水害被災地域の復興の推進

を図っている。

活動内容は、仮設住宅入居者の買い物等生活支援、観光情報発信・イベント支援、農林

業支援、鳥獣害対策支援、獣肉加工支援等多岐にわたっている。

（３）紀伊半島大水害からの復旧・復興の取組内容

平成２３年９月の台風１２号による記録的な豪雨（紀伊半島大水害）により県南部地域

を中心に甚大な被害を受けた。

県においては、百年の計に立ち「災害に強く、希望のもてる」地域を目指すことを基本

方針とし、平成２３年度から平成３２年度までの１０年間を計画期間とした、紀伊半島大

水害復旧・復興計画に基づき復旧・復興に取り組んでいる。

なかでも、平成２３年度から平成２６年度は、集中復旧・復興期間とし、長期避難者の

早期解消や道路・河川の復旧などのインフラ整備を中心に新しい集落づくり、地域経済を

支える産業に対する支援、森林資源を活用した地域づくり、さらには紀伊半島アンカール
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ートの整備などに取り組んで来た。

被災直後は９３８名もの方々が避難されていたが、十津川村では平成２６年４月に、野

迫川村では同年７月に避難が解消するなど、避難者の帰宅は着実に進み、平成２６年１２

月２６日の五條市大塔町辻堂地区の避難指示・避難勧告解除により、県内の避難は全て解

消された。

また、家屋が被災した方々のために、五條市、野迫川村、十津川村で合計２４戸の復興

住宅が建設され、全て入居済みである。

大規模崩壊対策の必要な１８箇所のうち、県対応は１２箇所、国対応は６箇所となって

いる。県対応については、御杖村土屋原、天川村広瀬、十津川村小井、十津川村宇宮原、

十津川村今西、東吉野村麦谷の６箇所の対策工事を完了し、五條市大塔町辻堂鍛冶屋谷、

黒滝村赤滝、黒滝村中戸については平成２６年度末に五條市大塔町辻堂柳谷、十津川村重

里、十津川村折立については平成２７年度末までに完了予定である。

国対応の五條市大塔町赤谷他５箇所は、平成２８年度末の完成に向けて工事が進められ

ている。

護岸工事などの河川・砂防災害復旧事業は１１４箇所で行われており、平成２７年１月

末までに既に１１０箇所が完了している。また、河川の堆積土砂は被災８箇所すべてで撤

去が完了している。

道路災害復旧事業は、県実施１２６箇所のうち、平成２７年１月末までに１２２箇所が

完了している。

十津川村においては、新しい集落づくりの取り組みとして、今後の集落づくりのモデル

となる安全安心な集落として谷瀬地区と高森地区を選定し、役場内に「十津川村活力と魅

力あふれる村づくり推進委員会」を設置し、「やりがい・生きがい『谷瀬』プロジェクト」

および「助け合い・支え合い『高森』プロジェクト」としてそれぞれ具体的な取り組みを

進めている。

紀伊半島アンカールートのうち国道１６８号五條新宮道路の整備の進捗については、辻

堂バイパス、川津道路、十津川道路（国事業）を継続して進めるとともに、平成２４年度

に長殿道路、平成２５年度に風屋川津・宇宮原工区が国の権限代行により新規事業化され、

調査設計等を実施中である。また、平成２６年度には阪本工区が国庫補助により新規事業

化され、測量及び地質調査、環境調査等を実施中である。

農林業関係の復旧状況については、被災した農地７４箇所及び農業用施設３５箇所が復

旧を完了している。林道については、主な被災箇所１８７箇所のうち、平成２７年１月末

現在１８５箇所が完了している。治山事業については、土砂崩壊箇所は約１８００箇所あ

り、６９箇所で工事着手し、３９箇所で工事が完了している。
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被災した事業所等については、再建意欲のあった事業省全てが再建しており、被災直後

から平成２６年１０月末までの被災貸付実績は１７２件、４７億円である。

県は被災地市町村が実施する県内や東京、名古屋で開催される物産展等にかかる経費に

対する支援事業を行っている。

また、産業復興や地域活性化のため、平成２５年１１月には川上村、平成２６年１０月

には五條市で「なんゆう祭」を開催し、地域特産品等の物産展や体験行事などのさまざま

なイベントを実施し、地域の魅力の発信を行っている。

紀伊半島大水害の教訓から今後の安全・安心への備えとするため、平成２４年２月に深

層崩壊研究会を立ち上げ、「深層崩壊のメカニズム解明に関する現状報告」の公表や「奈

良県深層崩壊マップ」及びその解説冊子を公表している。

平成２６年１１月には、国際防災学会インタープリベント２０１４や連携企画として防

災セミナー（県主催）を開催し、土砂災害防止・減災に向けた取り組みを県内外・世界へ

情報発信している。

次世代への継承として、記録を整備し、災害記録誌「紀伊半島大水害の記録」「歴史か

ら学ぶ 奈良の災害史」などを作成し、防災イベントや学校教育の場で活用されている。

２ 県内の取組状況（県内調査の概要）

（１）宇陀市立室生保育所

（調査目的：県産材を利用した公共建築物について）

県は平成２４年３月に策定の「公共建築物における“奈良の木”利用推進方針」に基づ

き、公共建築物での県産材利用を推進するとともに、市町村における県産材利用推進方針

の策定を支援してきた。公共建築物として利用者に好評を得ている宇陀市立室生保育所を

調査した。

宇陀市立室生保育所は、平成１３年に旧室生村の５保育所を統合した保育所で、現在の

保育所園舎は平成２３年に竣工された。園舎は、奈良県緑の再生プロジェクト事業により

事業費（１１６,５５０千円）の２分の１補助を受け、木造施設しとして整備された（工

期平成２２年６月から平成２３年３月）。施設規模は敷地面積１,１５３㎡、延床面積４７

９㎡である。

奈良県産材のスギを７４㎥使用しており、保育室を広く取るため、構造材の一部に集成

材（奈良県内の工場にて奈良県産スギ材を加工）を使用している。防災のため内装材は不

燃化した木材を使用している。

また、木造建築である室生幼稚園と隣接しており、内廊下で接続されている。

幼稚園も含めた木造建築による園舎は、子ども、保護者ともに好評であり、保育所児童
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が木造建築に親しみを感じることで、将来、木造建築を利用することにつながると期待さ

れる。また、他の公共施設の建築においても木材利用を促す効果が期待される。

（２）国道３６９号道路災害復旧工事

（調査目的：紀伊半島大水害により被災した被災道路の復旧工事について）

平成２３年９月の台風１２号による豪雨により、宇陀土木事務所管内の国道３６９号榛

原内牧において土砂の崩壊・流出が発生し、復旧工事が行われていることから、工事の進

捗について現地調査を行った。

第１工区は、高さ約７０ｍより谷地形箇所に沿って土砂の流出が発生し、既設の擁壁を

乗り越えて土砂が道路にはん濫し通行止めとなった箇所である。

平成２３年１１月に国の公共土木施設災害復旧事業に採択され本復旧に着手し、平成２

５年４月に対策工が完成した。

対策工法は崩壊した不安定な土塊を除去することで、斜面を長期的に安定させ、崩壊し

た土塊を除去した斜面は、植生基材にて法面保護をおこなった。斜面上部は、斜面の安定

を図るため、１：１.０で切り土し、アンカー工と法枠工とを併用することで斜面を補強

した。また、最下段の擁壁上部にフトン籠を設置することにより、斜面内の地下水を斜面

外に排出させ、斜面の安定を図っている。

第２工区は、高さ６０ｍの谷地形箇所に沿って土砂の流出が発生し、崩壊した土砂が落

石防護柵（Ｈ＝２ｍ）を破壊し、土砂が道路にはん濫し通行止となった箇所である。

不安定な崩壊した土塊を除去、安定勾配（１：１.８）に切り土することで、斜面を長

期的に安定させ、植生基材を吹き付けることで斜面の保護を行った。

また、被災後、斜面の上部で対策工事を施工中に多量に湧水し、表層崩壊が発生したた

め、排水パイプの設置及びコンクリート吹き付け工にて安定化を図っていたが、平成２５

年２月上部西側斜面に地すべりが発生したため、７月に地すべり災害として国の採択を受

け、平成２５年１０月から対策工事に着工し、平成２７年１月に完了した。

（３）うだ・アニマルパーク

（調査目的：いのちの教育の実践の場、東部周遊観光の拠点施設について）

県施設であるうだ・アニマルパークは、いのちの教育の実践の場であるとともに、東部

振興計画においては宇陀地域を中心とする東部周遊観光の拠点施設として位置づけられて

いることから、現状について調査を行った。

うだ・アニマルパークは、平成１４年度にうだ・アニマルパーク基本構想が策定され、

平成２０年４月に既設の県畜産技術センターと新設の動物飼育施設・動物愛護センターを

併せてうだアニマルパークとして開園した。

開設の目的を、児童生徒が多種多様な動物と触れあうことにより、動物を学び、動物か
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ら学び、動物のために学ぶことをとおして生きる力を身につけ、いのちの教育の実践をす

ること、広く県民に動物全般に対する理解、動物愛護の啓発を図ること、広く県民にレク

リエーションの場を提供することとしており、年間来場者数は平成２４年度は１６５,５

９０人、平成２５年度は１８１,８３０人であった。

いのちの教育の実践の場として、動物と人間との関わりについて「気づき・共感・責任」

をキーワードに、児童・生徒に対するいのちの教育プログラムを展開している。モデル校

を募集し、２回の学校訪問と１回の来園を基本としたプログラムを実施しており、平成２

４年度は延べ３，０６６人、平成２５年度は延べ６，２３４人がこのプログラムを受講し

た。

また、東部周遊観光の拠点としての役割も担っており、「ほんのりあんどん」、「ふれあ

いフェスタ」、奈良県東部農産物畜産品等の販売、「ふる里宇陀黒豆枝豆まつり」等、年

間９０回あまりのイベントを実施し、大和高原（東吉野）観光振興協議会の一員として地

域内の観光資源の有機的連携と地域内の周遊観光ネットワークを図り、市販の観光情報誌

に記事を掲載し、魅力発信に努めている。

さらに、平成２５年度後半に大型遊具アニマルスライダー（すべり台）及び３施設（譲

渡用犬猫舎・軽食施設・展望広場休憩施設）を建設し、植栽による四季のいろどり等と合

わせた施設整備を図っており、来場者のためのアメニティの向上を目指している。

これらの取り組みから、年々来場者数は増加しており、今後もいのちの教育の場、「う

だ」の魅力向上の拠点施設としての役割が期待される。

（４）ＪＡならけんまほろばキッチン

（調査目的：食・農・観の中南和の拠点施設について）

ＪＡならけんまほろばキッチンは旧奈良県立耳成高校のグラウンド跡地に、農産物直売

所やレストラン、観光案内所などを備えた施設として県が開設準備から支援を行い、現在

も県の各種イベントを開催するなど地域の農業振興・産業振興・観光振興の場として位置

づけられていることから、開設後の状況について調査を行った。

平成２５年４月２日に農産物直売所が先行オープンし、平成２５年４月１４日にグラン

ドオープンした。

敷地面積は１７,８９１㎡（５,４１２坪）、鉄骨平屋建てで建築面積は３,４９９㎡（１,

０５８坪）であり、農産物直売所、産直レストラン（バイキング形式１２０席）、特選レ

ストラン（フレンチ２２席）、フードコート（６４席）、観光案内所からなる。

来場者数（直売所レジ通過者を集計）は、開設後２８１,７５９人（平成２５年８月末時点）、平成２

６年３月末では５５８，３４５人であった。

併設する｢観光案内所｣は、おもてなしによる観光案内をするためコンシェルジュ２名を

配置し、市町村観光案内所等と連携し、電子黒板や電子パンフレット装置といったＩＣＴ

機器を活用した効率的な観光案内を実施している。
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南部地域観光プロモーション、中南和観光プロモーションなど市町村と連携したイベン

トを実施している。

来所者は、開設後訪問調査時点の平成２５年８月末までで約２３,０００人、平成２６

年３月末までで４５,９８３人であった。

調査以後も、ＪＡならけんまほろばキッチンは、平成２６年１１月１５日・１６日に開

催された「第３４回全国豊かな海づくり大会～やまと～」の関連行事が行われるなど、今

後も地域振興の場として欠かせない存在になってきているとともに、今後も南部・東部地

域の情報発信の場として期待できる。

（５）宇陀市及び株式会社テラス

（調査目的：宇陀市薬草のまちづくりプロジェクトについて）

県では｢漢方のメッカ推進プロジェクト｣として、平成２４年１２月からプロジェクトチ

ームを設置し取り組んでいることから、先進的な取組を行っている宇陀市及びその試験栽

培を受託した株式会社テラスで調査を行った。

宇陀市は、日本書紀に推古天皇が菟田野で薬狩りをしたと記述があることから古代から

薬草で知られた地であったこと、また、大手製薬会社の創業者を輩出してきたことから、

薬の発祥の地「薬草のまち」として、宇陀市薬草のまちづくりプロジェクト（｢薬草を活

用したにぎわいづくり事業｣｢薬草で健康なまちづくり事業｣）を実施している。

｢薬草を活用したにぎわいづくり事業｣では、平成２５年度は山口農園、平成２６年度か

らは株式会社テラスへ、トウキ１万２千株、アマチャ５００株を栽培委託し、その成果か

ら市内の栽培希望者へ種苗生産技術の提供を行い、薬草協議会の設立を行っている。今後

は、トウキを主とした薬草の安定生産、さらには生産量の増加、６次産業化を図っていく

こととしている。

また、｢薬草で健康なまちづくり事業｣は、市民の健康づくりを推進することを目的とし

た｢ウェルネスシティ宇陀市｣構想の一環として実施している。

具体的には、薬草活用講演会の開催をはじめ、市の食生活推進委員や市民を対象にした

薬草料理教室を開催している。今後は薬草料理店の出店への支援、薬草を利用した特産品

の開発をしていくこととしている。

一方、薬草栽培については、トウキは種まきから収穫まで３年が必要で、生産コストを

回収するまで時間がかかること、収穫後は湯もみして乾燥させるところまでの一次加工ま

でを生産農家で行うが、製薬会社に買い上げられた後、製品としての薬価には関与ができ

ない状況であることや、漢方薬は国内消費の８５％を中国からの輸入にたよっており、薬

草価格も安価であるという理由から、現状では薬草栽培での生計維持は困難な状況である。

しかし、宇陀市薬草のまちづくりプロジェクトでは、今後、中国国内の需要が増え、輸

入価格の高騰や、将来輸入がストップする可能性もあることや、薬草のアクやクセがあり

鳥獣害に強いという利点を活かし、薬草料理や特産品の開発など、６次産業化による直接
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消費拡大に取り組むことで、将来生産コストを回収することを目指しており、今後の展開

を期待するところである。

（６）曽爾村役場

（調査目的：定住促進・空き家改修事業について）

南部振興計画・東部振興計画の平成２６年２月改定時において、「南部・東部地域への

移住等の推進」が対策の柱として追加されたことから、先進的な取組を行っている曽爾村

における定住促進・空き家改修事業について調査を行った。

曽爾村は奈良県東部に位置し、面積は４,７８４ ha で、うち耕地面積が１２９ ha、山林

面積が４,１３２ ha を占めている。人口は、昭和３５年には４,４３３人であったが、平成

２６年には１,６８３人にまで減少している。主な産業は、農業（水稲、ほうれん草、ト

マト）と林業である。

農林業の課題として、高齢化や人口減少による農家の後継者不足、耕作放棄地の増加、

国産材の需要減少による林業経営の不振、鹿や猿による被害の増加を抱えている。

一方で、農村自然や観光資源に恵まれ、高原リゾート地としても知られており、また、

「日本で最も美しい村」連合に加入し、農山村の景観や文化を守る活動を行っており、移

住希望者も増えている。

曽爾村では、若者世代を中心に移住を受け入れるため、平成１８年から空き家情報バン

ク制度を開始し、老朽化した施設や空き家を改修し、住宅を提供している。

空き家情報バンク制度では、空き家の所有者と居住希望者が登録を行い、双方に情報提

供を行う制度であり、村では空き家改修費の一部の補助を行っており、これまで１１名が

移住している。

住宅整備では、①長野若者定住促進賃貸集合住宅（教員住宅をリフォームし、４５才以

下を受け入れ）② 今井若者定住促進住宅（賃貸（新築１戸建て）住宅、教育終了までの子どもが

いる家庭を対象）③ 太良路若者定住促進賃貸集合住宅（旧曽爾少年自然の家を村が購入

しオール電化にリフォームし村内者も対象とした若者向け住宅）をそれぞれ整備した。平

成２６年７月現在、村外から１９名、村内から１６名が入居し、村外者を受け入れるとと

もに、若者の村外へ流出を防止することに繋がっている。

また、子育て支援策として、分譲住宅地新築者に奨励金の支給、中学生以下の子どもに

かかる医療費の一部を助成する「子ども医療費助成事業」、延長保育・希望保育の実施、

給食費助成事業などの施策を実施している。

定住への課題として、提供空き家が少ないこと、移住希望者に対する就労支援がないこ

と、農地取得希望者に対して農地法の規制があることなどが挙げられたが、曽爾村では小

面積の農地の賃貸の斡旋など、新規定住者の定着を支援するための工夫や摸索をしている

ところであった。
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（７）一般財団法人曽爾村観光振興公社

（調査目的：曽爾村における観光振興の取組について）

南部振興計画及び東部振興計画において、県は地域資源を活かし、周遊型観光地として

の魅力を高めるための、情報発信や拠点施設の整備・支援を行っていることから、曽爾高

原をはじめとした豊富な観光資源がある曽爾村において、曽爾村観光振興公社の取組を調

査した。

曽爾村観光振興公社は、平成２５年４月に公益財団法人から一般財団法人に移行し、曽

爾村から運営管理を委ねられている。

主な施設として、「曽爾村ファームガーデン（すすきの館、麦の館）」、曽爾ぬるべの郷

歴史文化交流館「お亀の湯」、「さくら館」「お米の館」などがある。

曽爾村ファームガーデンの「すすきの館」は、地元食材を使ったレストラン、地元特産

物を販売する売店、農家で構成された出荷協議会による野菜直売所、屋台などからなる。

同じく「麦の館」は、「曽爾高原ビール」という銘柄の県内唯一の地ビール工場で、ドイ

ツ直輸入の設備にドイツのブルーマイスター直伝の製法により醸造されている。製品は近

鉄百貨店をはじめ、道の駅などでも販売され、最近ではネット販売もされている。

また「お米の館」は、地元産米によるパン製造及び販売を行っており、地元の主婦で運

営され、米パン体験教室も開かれている。

曽爾高原温泉「お亀の湯」は、泉温４６.３度、毎分１５０リットルの湧出量で、泉質

はナトリウム・炭酸水素塩泉で、売店、レストランを併設する。

平成２５年度の売り上げ高は｢すすきの館｣は７,２６０万円、｢麦の館｣は１,６９１万円

（工場出荷額）、｢お米の館｣は１,５６１万円、｢お亀の湯｣は１億５,１０３万円である。

その他、曽爾村観光振興公社では、曽爾勤労者総合スポーツ施設「サンビレッジ曽爾」

滞在型市民農園「クラインガルテン曽爾」の施設経営、食品加工及びネット通販に取り組

んでいる。

曽爾村観光振興公社について、経営面で収益を上げており、曽爾村への観光客は平成２

４年度は５４万人で、紀伊半島大水害のあった平成２３年を除いては５０万人を超えてお

り、今後も観光振興及び地域就労の場として期待できる。

３ 提言等

本委員会では、付議事件「南部･東部地域の振興に関すること」を「紀伊半島大水害か

らの復旧・復興について」「林業振興対策について」「観光振興対策について」「産業振興

対策と定住促進について」「へき地教育の充実について」の５つの視点から調査検討して

きた。

本県の南部・東部地域においては、これまで着実に紀伊半島大水害からの復旧・復興へ

の取組を行うとともに、道路をはじめとする社会資本の整備、さらには生活環境の整備、



- 19 -

産業の振興、へき地教育の取組など、各種の事業が実施されてきているが、依然として急

速な高齢化とともに、若年層を中心とする人口流出に歯止めがかかっていないという現状

を踏まえ、南部・東部地域の振興に関することについて、次のとおりとりまとめ、提言を

行う。

（１）紀伊半島大水害からの復旧・復興対策について

① 復旧・復興事業の推進

県は、平成２６年度までを「集中復旧･復興期間」と位置づけて、国や市町村とも連携

し、避難者の早期帰宅を最優先課題として、道路、河川、砂防等の復旧工事や被災事業者

の再建支援、観光の復興などに全力で取り組み、その結果、平成２６年１２月２６日に全

ての避難の解消が実現された。

生活環境に関連する道路等の復旧事業については、今年度１２４箇所が完了予定で、残

る県道篠原宇井線（五條市大塔町惣谷）と県道高野天川線（芦の瀬）の２箇所についても、

来年度の完了が予定されている。

今後も引き続き、復興住宅周辺の交流施設や公園等の集落基盤の整備の支援により、災

害を契機とした新しい集落づくりなど、復興に向けた取組を着実に推進していく必要があ

る。

② ふるさと復興協力隊への支援

地域力の維持・強化や紀伊半島大水害被災地域の復興の推進のため配置されている「ふ

るさと復興協力隊」は、仮設住宅入居者の買い物等の生活支援をはじめ、観光情報発信・

イベント支援、農林業支援、鳥獣害対策支援、獣肉加工支援など、地元住民の生活の支え

となり、次第に定着してきている。

平成２６年２月１日現在、南部・東部地域で２０名が配置されており、任期は３年間と

なっているが、任期終了後もこれまでの実績を活かし、引き続き地域おこしの場で活躍さ

れることが地元からも期待されている。県は、「ふるさと復興協力隊」が地域に定着でき

るよう、また、任期終了後の定住に向けた支援体制の整備に努める必要がある。

③ 「紀伊半島アンカールート」の早期整備

災害に強く、救命救急活動や物資輸送等の役割を担う紀伊半島アンカールートの整備は、

京奈和自動車道と太平洋沿岸の紀勢線を、内陸部からのアクセスとなる南北軸の国道１６

８号、国道１６９号で結び、緊急時のネットワークを構築する目的で進められているが、

とりわけ国道１６８号五條新宮道路（地域高規格道路）においてはまだ事業着手に至って

いない箇所もあり、すべての区間の完了の見通しがたっていない現状にある。

ついては、引き続き紀伊半島３県の連携を密にして国への働きかけを強化し、整備を促

進していくことが必要である。また、南部地域の入口にあたる国道１６９号高取バイパス
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周辺の道路整備についても、早期の完了を目指し取り組むことが必要である。

（２）林業振興対策について

① 県産材活用と販路拡大

県は公共建築物の木造化・内装等の木質化に向けた木材利用方針の策定を市町村に促

し、平成２５年度中に県内全市町村（３９市町村）が策定済みである。また、地域認証材

及び県産材を利用した一般住宅への建設費補助制度を国の木材利用ポイント制度に併せ

て、県独自に上乗せする制度を実施している。

これらの施策により、今後、県産材を利用した施設や一般住宅が増加するためには、助

成対象の拡大や制度の普及啓発に努める必要がある。また、首都圏での販路開拓のための

「奈良の木フェア」などを継続開催するとともに、県産材の魅力を次世代に伝えるため、

学校教育における体験学習の導入等にも努める必要がある。

② 林業後継者対策

林業への新規就業者は、自然志向の高まりなどを背景として県外からのＵＩターン者や

他産業からの転職者を中心に増加する傾向となっている。しかしながら高齢者の離職者数

が新規就業者数を上回っていることから、林業就業者数の減少傾向が続いている。

このため、新規林業就業者が定着できるよう、安定した仕事量の確保のための林業事業

体への支援や林業従事者の福利厚生面の支援、さらには、労働環境の整備などの諸対策に

引き続き取り組む必要がある。

③ 森林環境保全施策の継続実施とその財源となる森林環境税の継続

県では、森林の持つ多くの公益的機能を県民全体で守り育てていくため、平成１８年度

から森林環境税を導入し、従来からの林業振興施策に加え、新たな施策を展開し、平成２

７年度末まで延長してきた。

これまで森林環境税を活用し、施業放置林整備事業や施業放置林整備マネージャーの活

用による放置森林の整備を行うことにより森林の荒廃を防ぎ、県土の保全をはじめ、自然

環境の保全、水源の涵養等に効果を発揮してきた。

ついては、平成２８年度以降も、これらの森林環境保全等に対する施策が引き続き実施

されるよう、森林環境税の継続について、全国の状況などに照らし合わせ、増額も視野に

入れ検討する必要がある。

④ 未利用間伐材等を使用した木質バイオマスの利活用

未利用間伐材等を再生可能エネルギーとして有効利用するため、県は平成２５年度より

県有林から搬出された木材を使用して、その熱利用の効果を測る「木質バイオマス実証実

験」を実施している。その中で、木材搬出コストや木質ペレット製造コストの低減につい
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て検証してきた。

平成２６年度からは、前年度の実証実験結果を踏まえ、狭い道幅でも効率的に稼働でき

る奈良型木材搬出機械の開発･導入、原料木材の買取収集モデル事業の実施、ペレット製

造ラインの改善などを実施し、さらなるコスト削減を目指している。

これらの事業実施による検証をはじめとして、木質バイオマスの利活用の普及促進に向

けてさらに取り組む必要がある。

⑤ 公益財団法人奈良県林業基金解散後の対応

公益財団法人奈良県林業基金は、昭和５８年に設立され、森林の水源涵養等の公益的機

能の増進、林業労働者の就労機会の増大及び後継者の確保等に寄与してきた。現在の造林

面積は１,３２４ｈａで、これまで延べ３４万人の雇用を創出してきた。

しかし、平成２６年３月末時点で累積債務は１０３億円に達し、今後、経営改善を行っ

たとしても、現在の低迷する木材価格では、償還が困難となる見込みである。平成２６年

３月の理事会において、解散の方向性が打ち出され、同年５月に解散時期を平成２８年度

末とすることに至った。

よって、同基金解散後は、県においてこれまで同基金が担ってきた役割を代替する林業

振興対策を講じる必要がある。

（３）観光振興対策について

① 魅力的な地域資源の情報発信による認知度の向上

優れた自然景観や伝統芸能、郷土料理など、魅力的な地域資源を持つ南部・東部地域へ

の誘客のため、「なんゆう祭」（平成２５年度は川上村、平成２６年度は五條市で実施）

などのイベントを引き続き開催し、南部･東部地域の自然や歴史・文化などの魅力を発信

することにより認知度の向上に努める必要がある。

② 農家民宿の開業支援等による滞在型観光への対応

近年、長期滞在し地域特有の自然や歴史、文化等に触れるグリーンツーリズムといった

旅の概念が生まれている。これらに対応し、地域を活性化するため、農林業を体験できる

農家民宿をはじめ、美味しい郷土料理など地域の魅力を楽しめる特色のある宿泊施設の整

備に向けて支援を充実させ、滞在型観光による訪問者の増加などに取り組む必要がある。

③ 外国人観光客の誘致

奈良県を訪れる外国人観光客の増加を図るため、観光案内板の多言語表示や無線 LAN･

Wi-Fi の整備など、快適で安心・安全に南部・東部地域を周遊することができる受入環境

を整備するとともに、外国人観光客に南部・東部地域の特色ある田園風景や四季の移ろい

など、自然を素材とした魅力をさまざまな手法により発信することで、さらなる誘客活動



- 22 -

に努めることが必要である。

（４）産業振興対策と定住促進について

① 漢方のメッカ推進プロジェクト事業の推進

超高齢化社会の到来を受け、増大する医療費削減の観点からも予防医学の意義が再認識

されつつあり、漢方に注目が集まっている。

奈良県は、日本書紀に記述がみられるように古代からの漢方薬の原料となる生薬の産地

であり、また今日まで配置薬の製造、並びに、販売が発展してきた地として知られている。

このように県にゆかりの深い漢方について、生薬の利用拡大から関連する商品・サービ

スの創出に向けて総合的な検討を行うため、平成２４年１２月に漢方のメッカ推進プロジ

ェクトを部局横断的に立ち上げた。プロジェクトでは「生薬の供給拡大」「漢方薬等の製

造」「漢方薬等の研究・臨床」「漢方の普及」など４つの課題に取り組み、漢方の６次産

業化による地域の活性化を推進しているところである。

県がプロジェクトを進めるにあたっては、薬草の栽培や薬草を使った加工品づくりに取

り組む南部・東部地域の市町村と、さらに連携して、薬草栽培を地域の産業として定着さ

せて地域振興につなげるように取り組む必要がある。

② 定住促進

県は、南部・東部地域を移住先としての魅力の向上や認知度を高めるための情報発信を

強化し、居住者の｢職｣と｢住｣の拠点施設の整備を支援している。また、市町村においても、

独自に移住先としての魅力の情報発信などに取り組んでいる。

定住促進にあたっては、南部・東部地域へＵターン・Ｉターンする者がその後も地域に

定着できるよう、安定した就業の場の確保と地域になじめるよう交流の場の提供等定住者

のニーズに合った支援が必要となる。

また、地域の自然や景観は、都会から移住する理由の一つであり、団塊世代の移住者な

どは移住した後に農作業などで余暇を過ごすことを希望する者、さらには本格的に農業を

始めたいとする者もある。しかし、農地法等により農地取得下限面積が５０アールと定め

られており、平成２１年度の同法の改正により市町村が下限面積を定めることができるよ

うにはなったが、小規模な農地を取得し耕作することに制約がある。

このような農業への関心が高まっている現状を踏まえ、耕作放棄地の利活用や地域の活

性化につなげるためにも、農地面積が少ない場合でも農業が始められるような仕組みを構

築する必要がある。

③ 鳥獣被害対策

野生鳥獣による農林水産物被害は、耕作放棄地の増加や農村環境の変化などにより、増

加している。
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県では、有害鳥獣を引き寄せないように、地域の環境を改善することを基本とし、生息

環境の整備（里山林の整備）、侵入防止柵の設置や個体数調整（捕獲駆除）、指導者育成

などを総合的に推進している。

しかし、これまでの鳥獣被害は、主に鳥獣の生息域に近い地域で発生していたが、最近

では、地域住民から、これまで見られなかった地域でも被害が拡大してきているとの声も

寄せられており、被害は依然として深刻である。

このような住民の生活、農林業を営む意欲に大きな打撃を与える鳥獣被害を減少させる

ため、さらなる有害鳥獣の捕獲をはじめ、市町村が行う被害防止対策への支援等を強化す

る必要がある。

（５）へき地教育の充実について

南部・東部地域では、１学級あたりの児童・生徒数が減少し、集団でスポーツを行った

り、文化、芸術に触れ親しむ機会も減っている。

こういった、南部･東部地域の教育環境の特徴を踏まえ、複式学級の解消に努めるとと

もに、複式学級にあっては授業を工夫するなど、へき地教育の充実に努める必要がある。

また、小規模校においては、児童生徒が近隣校とのスポーツや文化の交流を通して、体

力向上や豊かな人間性を育むことができるよう取り組む必要がある。

４ おわりに

国においては、平成２６年９月に人口減少克服、地方創生の実現に向け「まち・ひと・

しごと創生本部」が設置され、１１月には「まち・ひと・しごと創生法案」が臨時国会に

おいて可決され，１２月の衆議院議員総選挙後に成立した第３次安倍内閣により、施策の

実施が引き続き進められているところである。

本県においても、従来からの南部・東部地域の振興施策や「奈良モデル」という県と市

町村との水平補完・垂直補完の取組を進めている中で、国の施策推進の動きを受けて、「奈

良県地方創生本部」を設置し、本県経済の持続的な成長につながる施策やくらしやすい奈

良を創る施策を積極的に推進し、本県独自の地方創生を目指している。

さらに、紀伊半島大水害からの復旧・復興については、今年度末までを「集中復旧・復

興期間」と位置づけ取り組んだ結果、概ね完了の目途がつくとともに、全ての避難の解消

が実現した。こうしたことから、県は、平成２７年度から平成３２年度までの６年間を計

画の期間とし、復旧・復興からさらなる地域振興に向けて、「頻繁に訪れてもらえる地域

になる（交流の促進）」「住み続けられる地域になる（定住の促進）」という二つの目指す

姿を地域の方々と共有するため、新たに「奈良県南部振興基本計画」「奈良県東部振興基

本計画」を策定したところである。
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南部・東部地域における急速な高齢化とともに人口流出による過疎化は、今もなお歯止

めがかからない深刻な状況であり、新たな計画によりさらに各種の振興施策を進めること

が必要である。本県議会としては、引き続き、地域住民の切実な意見を反映し、実効性の

ある施策を実現されるべく様々な角度から検証調査を進めていくことが必要であることを

申し添えて、本委員会の報告とする。
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南部・東部地域振興対策特別委員会 調査経過

回 区 分 年月日 主な調査内容 出席部局
数

６月定例会 H25.7.5 ・委員会の設置(付議事件）

1 初度委員会 H25.9.4 ・委員会の運営について 地域振興部
・平成 25年度主要施策の概要について 農林部

県土マネジメント部
まちづくり推進局

2 会期外 H25.9.4 県内調査 地域振興部
①宇陀市立室生保育所 農林部
県産材を利用した公共建築物 県土マネジメント部

②国道３６９号道路災害復旧工事
紀伊半島大水害による被災道路復旧工事
について
③うだ・アニマルパーク
いのちの教育の実践施設、東部周遊観光
の拠点施設
④ＪＡならけんまほろばキッチン
食・農・観の中南和の拠点施設

3 9月定例会 H25.9.12 ・9月定例県議会提出予定議案について 地域振興部
(事前） ・委員間討議 農林部

今後の取組課題について協議 県土マネジメント部
まちづくり推進局

4 11 月定 例 H25.11.28 ・11月定例県議会提出予定議案について 地域振興部
会 ・報告事項 農林部

(事前） 「紀伊半島大水害復旧・復興の現状と取組」 県土マネジメント部
「へき地教育等の取組について」 まちづくり推進局
・委員間討議 教育委員会

南部・東部地域の課題について
・高齢者福祉への支援
・若者の雇用の場の創出
・林業等地域産業の振興
・集落の維持・活性化
・紀伊半島大水害からの復旧・復興

5 2月定例会 H26.2.25 ・2月定例県議会提出予定議案について 地域振興部
（事前） ・報告事項 農林部

「南部振興計画及び東部振興計画の改定」 県土マネジメント部
「紀伊半島大水害復旧・復興の現状と取組」 まちづくり推進局
「中南和振興のための御所ＩＣ周辺産業集
積地形成プロジェクトの事業化」
・委員間討議

委員会の運営について

6 2月定例会 H26.3.7 ・2 月定例県議会追加提出予定議案につい 地域振興部
（会期中） て 農林部

県土マネジメント部
まちづくり推進局
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回 会期別 年月日 主な調査内容 出席部局
数

7 6月定例会 H26.6.16 ・6月定例県議会提出予定議案について 地域振興部
(事前） ・報告事項 農林部

「紀伊半島大水害復旧・復興の現状と取組」 県土マネジメント部
「第 34回全国豊かな海づくり大会 まちづくり推進局

～やまと～」 教育委員会
「公益財団法人林業基金の解散」
・委員間討議

中間委員長報告案について検討

8 初度委員会 H26.7.25 ・今後の委員会の運営について 地域振興部
・当面の諸課題について 農林部

県土マネジメント部
まちづくり推進局

9 会期外 H26.7.25 県内調査 地域振興部
①宇陀市・株式会社テラス 農林部
宇陀市薬草のまちづくり事業について

②曽爾村
定住促進・空き家改修事業について

③一般財団法人曽爾村観光振興公社
観光振興の取組について

10 9月定例会 H24.9.14 ・9月定例県議会提出予定議案について 地域振興部
(事前） ・報告事項 観光局

「紀伊半島大水害復旧・復興の現状と取組」 農林部
・委員間討議 県土マネジメント部

まちづくり推進局
教育委員会

11 11月定例会 H26.11.2 ・12月定例県議会提出予定議案について 地域振興部
（事前） 7 ・報告事項 農林部

「紀伊半島大水害復旧・復興の現状と取組」 県土マネジメント部
「第 34回全国豊かな海づくり大会 まちづくり推進局

～やまと～」 教育委員会
・委員間討議

12 2月定例会 H27.2. 19 ・2月定例県議会提出予定議案について 地域振興部
（事前） ・報告事項 医療政策部

「紀伊半島大水害復旧・復興の現状と取組」 農林部
「奈良県南部振興基本計画・奈良県東部振 県土マネジメント部
興基本計画」 まちづくり推進局

「（仮称）奈良県林業・木材産業振興プラ 教育委員会
ン（案）の概要」

・委員間討議

13 2月定例会 H27.3.4 ・2 月定例県議会追加提出予定議案につい 地域振興部
（会期中） て 農林部

県土マネジメント部
まちづくり推進局
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